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はじめに 

 

本報告書は、食品安全委員会緊急時対応指針（平成 17年４月 21日食品安全委員会決定）に基

づき実施する緊急時対応訓練（以下「訓練」という。）について、第 638回食品安全委員会（平

成 29 年２月 14 日）で決定された平成 29 年度食品安全委員会緊急時対応訓練計画（以下「訓練

計画」という。）に基づき実施した結果を、企画等専門調査会で検証し、食品安全委員会に報告

するものである。 

なお、今年度の訓練は、訓練計画に示された以下の重点課題を踏まえ、組織全体の緊急時対応

能力の一層の向上を図るため、食品安全委員会及び事務局を訓練対象として、緊急時における初

動対応やメディア対応に係る実務研修と、実践的な実動の訓練である確認訓練を実施した。 

《重点課題》 

（１）関係府省と連携した迅速かつ確実な初動対応を実施するための組織能力の強化 

  ○ 以下を主な目的として、食品安全委員会緊急時対応手順書（以下「手順書」という。）

に係る実務研修と確認訓練を実施する。 

   ① 緊急時における初動対応を迅速かつ確実に行える体制を強化する。 

   ② 緊急時における国民への情報提供を、わかりやすく正確に、かつ迅速に行うため

の知識や技能を培う。 

   ③ 緊急時における組織全体の対応手順を確認し、組織全体の対応能力の向上を図る

とともに、実務研修等によって習得した技術・知識のレベルを確認する。 

  ○ 緊急時において、関係府省が連携を図りながら、政府全体としての初動対応を迅速

かつ確実に行うことができるよう、確認訓練の内容等の決定に当たっては、消費者庁

が取りまとめとなって行う関係省庁との合同訓練の内容等を踏まえることとする。 

 

（２）緊急時対応マニュアル等の実効性の向上 

  本訓練計画の実施状況（実際の緊急時対応が行われた場合は、その効果を含む。）を確

認しつつ、食品安全委員会緊急時対応指針、手順書等の見直しを行う。 

 本報告書の構成は、以下のとおりである。 

《報告書の構成》 

Ⅰ 実施した訓練の内容 

Ⅱ 訓練結果の検証 

Ⅲ まとめ 
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Ⅰ 実施した訓練の内容 

 

  訓練計画を踏まえて作成した「平成 29 年度食品安全委員会緊急時対応訓練の骨子」

に従い、以下の訓練を実施した。 

 

 １ 実務研修 

（１）緊急時対応手順研修 

 緊急事態が発生した際に、全職員が初動対応を確実に行うことができるようにするた

め、本研修を実施した。 

ア 日時及び会場 

日時：平成 29 年４月６日（木） 午後 13 時 30 分から 14 時 30 分まで 

  会場：食品安全委員会中会議室 

イ 参加者 

  事務局職員のうち、本研修を過去に受講したことの無い者（人事異動による転入者

等）を対象に研修を実施し、約 30名が参加した。 

ウ 内容 

  政府全体の緊急時対応の枠組み、手順書に基づく緊急時対応の手順、各課の主な

役割、平成 25 年末に発生した冷凍食品への農薬混入事案への対応等についての

説明を行い、質疑応答が行われた。 

 

 （２）情報発信研修 

夜間や休日等、ホームページ、メールマガジン、Facebook（以下「ホームページ

等」という。）管理担当者が不在の時に緊急事態が発生した場合にも、初動対応と

して委員会ホームページ等による情報提供を迅速に行うことができるようにする

ため、本研修を実施した。 

ア 日時及び会場 

  日時：平成 29 年 10 月 16 日（月） 

  場所：食品安全委員会中会議室 

イ 参加者 

  係長級の事務局職員のうち、情報・勧告広報課職員及び本研修を過去に受講したこと

の無い者（人事異動による転入者等）を対象に研修を実施し、約 10名が参加した。 

ウ 内容 

  食品安全委員会ホームページの「重要なお知らせ」への情報掲載方法について

講師役職員から説明した。 

 

 （３）メディア対応研修 

緊急時に Facebook の発信等によって情報を提供する場合に、報道関係者や消費者に対

して、分かりやすくかつ正確に情報を提供できるようにするため、基礎講義並びに「メー

ル研修」及び「情報提供研修及びメール研修講評」（以下「実践研修」という。）の構成
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で本研修を実施した。メディア関係者に御参加いただき、メディアの実態等について講義

等を頂いた。 
＜基礎講義＞ 

 メディアの特徴、食品安全委員会に求められる正確で分かりやすい情報提供の在り方

等について学ぶため、事務局職員を主な対象として、平沢裕子氏（産経新聞文化部）の指

導により、以下の研修を実施した。 
ア 基礎講義 

(ｱ) 日時及び会場 

日時：平成 29 年 11 月 13 日（月） 午前 10 時から 11 時 30 分まで 

   会場：食品安全委員会中会議室 

(ｲ) 参加者 

   委員及び事務局職員約 65名が参加した。 

(ｳ) 内容 

   講師の平沢裕子氏がメディアの特徴等について講義を行い、質疑応答が行われた。 

 
＜実践研修＞ 

ア メール研修 
(ｱ) 日時及び実施場所 

日時： 平成 29 年 11 月 13 日（月）から 11 月 20 日（月）まで 

実施場所：食品安全委員会執務室 

(ｲ) 参加者 

   事務局職員約 40名が参加した。 

(ｳ) 内容 

電子メールで参加者に課題を配信し、各自が当該課題について Facebook 記事を作

成するという形式で実施した。 
専門的な情報を、分かりやすくかつ誤解を与えないよう、報道関係者や消費者向け

の情報に書き換え、また、内容に合ったタイトルを付けることを目的とした。 
答案については、後述の講評を踏まえ、総務課及び情報・勧告広報課の職員が採点

を行い、終了後に作成者に返却した。 

 
イ 情報提供研修及びメール研修講評 

メディア対応に係る実践的技能を習得するため、情報提供研修として堀口委員の指導

に基づき説明資料作成の疑似体験を行うとともに、メール研修の取組結果及び情報提

供研修の説明資料について平沢氏にコメント等をいただいた。 
(ｱ) 日時及び会場 

日時：平成 29 年 11 月 27 日（月） 午前 10 時から 11 時 30 分まで 

    会場：食品安全委員会中会議室 

(ｲ)参加者 

    委員及び事務局職員約 60名が参加した。 
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(ｳ)内容 

堀口委員の指導に基づき、参加者がその場でレゴブロックを組み立て、組み立て方

法に関する説明資料を作成し、その説明資料を他参加者と交換して理解度を確認する

情報提供研修を実施し、互いに講評を行った。 
また、メール研修で提出された答案を具体例として、分かりやすい情報提供の

在り方等について、平沢氏や委員から講評を受けるとともに、質疑応答が行われ

た。 

 

 ２ 確認訓練 

   緊急時における組織的な対応の流れを、他省庁も含めた実践的な実動訓練を通して

確認することにより、組織全体の対応能力の向上を図るとともに、緊急時対応マニュ

アル等の実効性の向上を図るため、本訓練を実施した。また、本訓練を通じて、これ

までに実施した実務研修等によって習得した技術・知識のレベルを確認した。 

 

（１）日時及び会場 

日時：平成 29 年 12 月 21 日（木） 午前９時 30 分から午後４時 00 分まで 

会場：食品安全委員会委員会室、執務室 

 

（２）参加者 

役 割 参加者 

プレーヤー 

（訓練実施者） 

委員：佐藤委員長、吉田委員、山本委員 

事務局：事務局長、事務局次長、総務課（３名）、評価第一課（４

名）、評価第二課（３名）、情報・勧告広報課（12名）、リ

スクコミュニケーション官及び評価情報分析官 

他省庁：消費者庁、厚生労働省及び農林水産省 

コントローラー 

（条件付与係） 

事務局（８名）、消費者庁 

モニタ 

（訓練評価者） 

事務局長、事務局次長及び各課長 

 

（３）内容 

訓練は、具体的なハザード名を含めシナリオ非提示で、事案が発生してから資料

を作成するなど実践的に行った。特に、外部からの問合せのパターンを多様にするな

ど、より現実的な想定事項を組み入れた。 

なお、本訓練は消費者庁が企画の中心となり、食品安全委員会、消費者庁、厚生労

働省及び農林水産省の４府省庁合同で訓練を行い、総括官制度（※）の実践や合同記

者会見の試行も行った。 

また、今回の訓練は、実際に事案が発生したと誤解されないようにするため、以下

の行為については想定で実施したこととし、実際には行わなかった。 
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①官房幹部や関係専門委員等の外部への情報連絡 

②ホームページ掲載に係る公開処理（公開直前の段階までは実施） 

③メルマガの配信（メルマガの文書作成までは実施） 

④Facebook への投稿（投稿文書の作成までは実施） 

⑤その他、実際に実施するには適さないと考えられる行為 

 

（※）総括官制度：消費者の生命又は身体への被害の発生・拡大を防止し、その安全を確保す

るため、消費者庁及び関係省庁の局長級を消費者安全情報総括官として選定し、これらの

者による連絡会議（消費者安全情報総括官会議）の開催等により、消費者の生命又は身体

に生ずる被害に関する情報等の集約、共有を図る制度 

【訓練で用いた仮想シナリオの概要】 

１ 危害因子 

  Ｏ157 

２ 原因食品 

  冷凍生ソーセージ加工食品 

３ 状況設定 

   9:35：厚生労働省によるプレスリリース（複数都県において、冷凍生ソー

セージから検出されたＯ157 による死亡者が発生。）（第１報） 

      厚生労働省より関係省庁に連絡 

11:00：厚生労働省及び関係自治体によるプレスリリース（第２報） 

11:05：食品安全委員会の Facebook 及び公式ブログに注意喚起を投稿更新

（第１報） 

11:45：食品安全委員会の Facebook 及び公式ブログに注意喚起を投稿ＨＰ更

新（第２報） 

11:50：食品安全委員会の臨時メルマガ発信（第１報） 

12:20：食品安全委員会のＨＰ更新 

12:25：食品安全委員会の臨時メルマガ発信（第２報） 

12:30：食品安全委員会の Facebook 及び公式ブログに注意喚起を投稿（第３

報） 

13:30：総括官会議開催（於：消費者庁） 

14:30：合同記者会見の実施（於：消費者庁） 

随時：食品安全委員会に、国民や報道機関、議員事務所からの問合せが相次

ぐ。 

 
  

訓練 
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Ⅱ 訓練結果の検証 

  平成 29 年度に実施した訓練の検証結果は、以下のとおりである。 

 

 １ 実施した訓練ごとの検証 

 

 （１）緊急時対応手順研修 

  ○ 研修参加者を対象に実施したアンケートにおいて、受講者自身の理解度と研修の実

施方法の適否を確認したところ、本研修の内容は概ね適当であるとの結果だった。一方、

関係府省の動きについても説明すべきといった意見があった。 

   

 （２）情報発信研修 

  ○ 研修参加者を対象に実施したアンケートにおいて、受講者自身の理解度と研修の実

施方法の適否を確認したところ、本研修の内容は概ね適当であるとの結果だった。 

   

 （３）メディア対応研修 

   ○ 研修参加者を対象に実施したアンケートにおいて、受講者自身の理解度と研修の実

施方法の適否を確認したところ、本研修の内容は概ね適当であるとの意見が多く、講師

による講義内容については特に高評価であった。一方、情報発信に当たってリスク評価

機関としての姿勢を明確化すべきといった意見があり、今後の研修の内容について検討

が必要と考えられた。アンケートで見られた主な意見は以下のとおりであった。 

ア 研修全般について 

 ・ 情報発信について、リスク管理機関とのすみわけの整理が必要。 

 ・ 演習形式であり勉強になった。 

  

イ 基礎講座について 

 ・ メディアからの視点として、どういう表現やリスコミをすればわかりやすいのか等

について理解できた 

 ・ 読み手側目線で記事を書くことは当然であるが、しっかりとメディアに説明しない

と誤解を招くことを再認識した。 

 
ウ メール研修について 

・ リスク管理機関と食品安全委員会の情報発信に当たっての姿勢の違いについて検討

する良い機会になった。 
 ・ 課題設定した剤は ARfD 設定の審議中であったことから、ハザード選定の際には留

意すべき。 

 
エ 情報提供研修について 

・ 情報を正確に伝達することがいかに困難であるか、認識できた。 

・ 素早くかつ正確に情報を伝える訓練は緊急時の情報提供等の対応につながるもの
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であり適切だった。 

  
（４）確認訓練 

○ 上記３研修の内容について、確認訓練において以下のとおり実施された。 

・ 手順研修で確認された事務局内の初動対応の役割分担、情報発信研修で確認さ

れた食品安全委員会ホームページ等への情報掲載は、確認訓練において概ね的確

に実施された。 

・ メディア対応研修を踏まえ、科学的な情報を中心とした情報提供をいかに行うかに

ついて重点的に検討し、Facebook 等の情報発信を行うことができた。 

○ モニタ（訓練評価者）による評価の結果及び訓練参加者等を対象に実施した反省会

及びアンケートの結果、以下のような意見が見られた。 

ア 全体的な対応について 

・概ね混乱なく対応できたものの、意思統一が確実に行われていない面もあっ

た。 

・関係省庁との役割分担を踏まえた共通のマニュアルが必要。 

イ 他省庁との連携について 

・情報発信の役割分担の明確化、Ｑ&Ａの共有等、更なる連携が必要である。 

ウ 事務局内の情報共有について 

・概ね迅速に対応できたものの、問合せ対応者まで情報が行き届いていない等、情報

共有の漏れも見られた。 

・情報をより確実に共有するため、関係者の打合せを開催する回数を増やすべき。 

・打合せメンバーに、各課調整担当補佐やハザード担当補佐も加えるべき。 

エ 情報提供資料、問合せ対応について 

 ・概ね迅速かつ的確に作成することができた。 

・資料の内容、問合せの回答ぶり等については、関係者が集まる打合せにおいて委員

会内の意思統一を行うと効率的。 

オ 訓練シナリオについて 

・マスコミ、国会等からの問合せや報道等の設定があり、現実的だった。 

・原因が特定できない、被害が大規模であるといったシナリオ設定での訓練も必要。 

 

 ２ 重点課題ごとの検証 

  訓練計画に示された重点課題についての対応及び課題は、以下のとおりであった。 
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《重点課題》（再掲） 

（１）関係府省と連携した迅速かつ確実な初動対応を実施するための組織能力の強化 

  ○ 以下を主な目的として、食品安全委員会緊急時対応手順書（以下「手順書」という。）

に係る実務研修と確認訓練を実施する。 

   ① 緊急時における初動対応を迅速かつ確実に行える体制を強化する。 

   ② 緊急時における国民への情報提供を、わかりやすく正確に、かつ迅速に行うための

知識や技能を培う。 

   ③ 緊急時における組織全体の対応手順を確認し、組織全体の対応能力の向上を図ると

ともに、実務研修等によって習得した技術・知識のレベルを確認する。 

  ○ 緊急時において、関係府省が連携を図りながら、政府全体としての初動対応を迅速か

つ確実に行うことができるよう、確認訓練の内容等の決定に当たっては、消費者庁が取

りまとめとなって行う関係省庁との合同訓練の内容等を踏まえることとする。 

 

（２）緊急時対応マニュアル等の実効性の向上 

  本訓練計画の実施状況（実際の緊急時対応が行われた場合は、その効果を含む。）を確認

しつつ、食品安全委員会緊急時対応指針、手順書等の見直しを行う。 

 
（１）関係府省と連携した迅速かつ確実な初動対応を実施するための組織能力の強化 

 ○ 手順書により、各担当の役割を分かりやすく整理することで、緊急時における初動対応

をより機動的なものとした。（①関係） 

○ 手順研修及び情報発信研修の実施により、食品安全委員会における緊急時対応やホーム

ページの掲載方法について職員の理解を深め、緊急時における初動対応を迅速かつ確実に

行える体制を構築した。（①・②関係） 

○ メディア対応研修の実施により、簡潔で分かりやすい情報発信についてメディア関係者

から講評いただき、委員・職員の理解を深めることができた。また、メディア関係者との

平時からの意見交換会を実施し、メディア関係者との関係構築に努めた。これらにより、

国民への情報提供を、メディアの理解・協力を得て迅速かつ的確に実施するための組織能

力を向上させることができた。今後、食品安全委員会の役割に即した研修等を積み重ねる

ことにより、リスク評価機関に求められる緊急時対応体制を更に強化する必要がある。（②

関係） 

○ 関係省庁と連携し、確認訓練を実践的な内容で実施したことにより、政府全体としての

緊急時の初動対応の流れを実働で確認し、対応手順の改善点を抽出するとともに、実務研

修で習得した技術・知識のレベルを確認することができた。（③関係） 

○ 実務研修と確認訓練の２本立ての訓練体系は、必要な技能を習得し、その習得レベルを

確認する上で効果的な設計であると考えられた。次年度についても、今年度の訓練結果を

踏まえた必要な改善を行いつつ、引き続き訓練を実施することが望ましい。 
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 （２）緊急時対応マニュアル等の実効性の向上 

○ 手順書に基づいて行動することにより、意思決定、業務の効率化を図るとともに、各省

庁からの情報を事務局内で円滑に共有するための体制を整備した。 

○ メディア対応研修において、リスク評価機関として食品安全委員会が発信すべき情報に

ついて再検討した上で、認識の共有を図るべきとされた。 

○ 確認訓練において、リスク評価機関として行うべき対応を明確にするため、関係省庁と

の役割分担を整理するとともに、Ｑ&Ａの共有によって各府省の対応の統一を図る必要が

あるとの指摘が出された。 

○ 上記指摘を踏まえ、情報発信に関するルールや関係省庁との連携を検討する必要があ

る。また、その検討結果については、可能な限り速やかにマニュアルに反映させるべきで

ある。 
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Ⅲ まとめ 

 

  平成 29 年度に実施した訓練結果の検証により、以下の点が確認された。確認されたこれら

の事項については適宜対応の上、今後の緊急時対応に活かすこととする。 

 １ 緊急時対応訓練は、食品安全委員会における緊急事態の対処体制をより一層強化するた

め、平成 29 年度の訓練結果において明らかになった課題、特に、リスク評価機関として

の役割に即した情報発信力の強化に留意しつつ、次の（１）から（３）までにより、今後

とも継続的に実施する必要があると確認された。 

（１）消費者庁を中心とした緊急時における関係府省間の連携をより強化し、政府全体とし

ての緊急時における初動対応を迅速かつ確実に行うための訓練を実施する。 

（２）訓練は、実務研修と確認訓練の２本立ての設計で体系的に実施する。 

（３）訓練は、以下を主な目的として実施する。 

①  緊急時における初動対応を迅速かつ確実に行える体制を強化する。 

②  緊急時における国民への情報提供を、わかりやすく正確に、かつ迅速に行うための

知識や技能を養う。 
③  緊急時における組織全体の対応手順を確認し、組織全体の対応能力の向上を図ると

ともに、実務研修等によって習得した技術・知識のレベルを確認する。 

  

 ２ 訓練時に講師等から受けた助言内容や、作成した資料、訓練の検証結果等から得られた

改善点等については、手順書等への的確な反映や関係省庁との協議など、実際の緊急事態

に活用できるよう整理しておき、次年度以降も同様の取組を続けることで、食品安全委員

会の緊急時対応マニュアル等の実効性を、より一層向上させていく必要がある。 

 
 ３ 食品安全委員会の今後の緊急時対応に係る改善すべき課題として、次の（１）から（３）

までが確認された。 

（１）関係省庁と連携した政府全体としての緊急時対応体制をより強化するため、引き続き、

関係省庁と合同で訓練を行う必要がある。 
（２）科学的根拠に基づいた情報の収集、整理及び提供を迅速に行うことができるよう研修

を重ねる等、リスク評価機関に求められる緊急時対応体制を更に強化する必要がある。 
 （３）情報発信における発信内容を確認するためのルールや役割分担を検討し、その結果を

緊急時対応マニュアルに反映させる必要がある。 

  

 

 


